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原発警戒区域内への職員派遣、節電対策で申入れ
安心して派遣業務にあたれるよう原子力防災教育や労働安全衛生の確保を！
昼休み時間の変更等、労働条件事項は事前協議を！一律・形式的でない効果的な節電対策を
自治労県職労は6月2日、「福島第一原子力発電所から半径20ｋｍ圏内の警戒区域への職員派遣」について、また、「節電対策に係る対応」について、次のとおり人事当局に申入れを行ないました。

警戒区域への職員派遣

　現在保健福祉当局は、環境省からの要請を受け、福島第一原子力発電所から半径20ｋｍ圏内の警戒区域でのペットの保護のため、関係業務職員の派遣の意思確認を行っています。

　今後も各分野で、被爆の危険性を伴う原発警戒区域内への職員派遣の可能性があります。職員が安心して支援業務にあたれるよう、安全確保についてはこれまで以上の細心な対応が求められます。

節電対策～「節電チャレンジ」について
　今夏の電力不足が懸念されている中、当局は6月22日に「節電チャレンジ」を実施するとしています。
　自治労県職労は今後、「ランチシフト」に対する各所属の状況把握結果と、「節電チャレンジ」での節電効果の検証を踏まえ、労働条件事項での労使協議と、節電については組合としての提案を行っていきます。
福島第一原子力発電所から半径20ｋｍ圏内の警戒

区域への職員派遣の対応について（申入れ）
東日本大震災による被災地支援のため、震災直後から多くの職員が派遣され、また、自治労の復興支援や各種ボランティアとしても、多くの職員が参加しています。

こうした中で、当局は環境省の要請により、今回初めて原発事故に係る警戒区域内への職員派遣を検討されていると聞いておりますが、警戒区域内への職員派遣は、その危険性においてこれまでの被災者支援のための派遣とは大きく異なるものです。

自治労県職労は、組合員・職員の安全衛生の確保を第一に考え、次のとおり申し入れますので、誠実な対応をお願いいたします。

１．派遣者の決定あたっては、絶対に強制に及ぶことがないようにすること。

２．派遣者については事前研修等を行うなど、原子力事故、放射線等の危険性について十分周知を行うこと。

３．派遣先では、

①放射線量等が基準値を上回る地域での作業を行わせないこと。

②大量被爆や原子炉爆発の危険性がある場合は、直ちに危険地域から撤退させること。

４．帰任後は、放射線被爆等についての健康確認を行うこと。

５．将来、今回の派遣による被爆が原因で健康障害を引き起こした場合は、誠実に対応し、公務災害として取り扱うこと。

６．「惨事ストレスケア」など、派遣職員のメンタルヘルスケアに配慮すること。
　　　　　　　以上

節電対策に係る対応について（申入れ）

福島第一原子力発電所の事故の影響により、今夏の電力不足が危惧されています。こうした中で、関係各機関では大規模停電等を回避するために様々な節電対策が検討されており、神奈川県においても節電対策の基本方針を定め、6月22日に「節電チャレンジ」を行うと承知しています。

自治労県職労としては、基本的には県の節電対策へ協力していく所存ですが、節電対策をより円滑かつ効果的なものとするために、次のとおり要請いたします。

１．労働条件の変更を伴う事項は、労使での交渉・協議に基づく合意を前提とすること

２．「節電チャレンジ」の結果を検証し、より効果的な節電対策を策定し、一律的・形式的な施策を回避すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
自治体再生に向け頑張る仲間たち⑦
○「自治労みやぎ（5/25）」より

◇震災後初の単代会議～被災地からも元気な姿
県本部は5月18日、震災後初めての単組代表者会議を開催し、震災に対する取り組みや、人勧期の闘い、全労済と自治労共済の統合問題などを協議した。

会議には、被災地単組の代表も元気な姿を見せ、激務の中、組合員の健康と権利を守るため賢明に組合運動に取り組んでいることが報告された。

会議には、被災地のうち、名取・岩沼が出席できなかったが、出席した6単組から報告を受けた。

休日・休憩の確保や、時間外手当の不払いなど課題が多く、取り組みを強化することを確認しあった。

被災者への支援金など、当面の方針を承認した。

塩釜市職労
　5月上旬まで不眠不休の業務が続いた。避難所運営に当たっており、今でも4日に1回の泊り勤務。

石巻市職労
いまだに100箇所8千人の避難者がいる。自治労や各自治体からの支援部隊に避難所運営や拾得物公開の対応をお願いし、助かっている。

東松島市職
全員拘束の3号配備が続き、週1日休みも自宅待機。3月の時間外手当が1割支給だが、執行委員会を開けず対応はこれからだ。

気仙沼市職労
3月の時間外手当が、市長の独断で1人平均4万円となった。市長交渉のほか、労基署への相談・申告なども進めていく。

気仙沼ガス水道労
事業所が水没し、交通手段のない中、10日間職場に泊り込んだ。時間外手当の削減には我慢できない。最後までやる覚悟だ。

気仙沼病院労
今ようやく病棟3交代制が回復し、外来も通常体制となったが、震災後は24時間体制で、勤務実態も把握できない状態だった。
○「自治労福島（5/24・5/27）」より
◇変身した！新地町「おもいで倉庫」
　泥にまみれた遺失物で満杯になった『おもいで倉庫』は、その名にふさわしい姿に変貌しています。

　当初は、整理した以上の遺失物が連日自衛隊より届けられ、先が見えない状況でした。地道な作業の積み重ねから、都本部を中心にマニュアルが作成され、ＧＷからは支援部隊を大幅増員したことにより、飛躍的に整理作業が進んでいます。

　ギャラリーのように変貌した『おもいで倉庫』を訪れた町民からも「整理されていてとても探しやすい」など、感謝の言葉が数多く届いています。

◇仮設住宅への移動も本格化～避難計画は最終段階へ
　自治労復興支援は、当初、いわゆる一時避難の避難所の運営を中心にスタートしてきました。

　その後、避難計画が二次避難（ホテル・旅館等の宿泊施設への一時避難）、三次避難（借上げ住宅・仮設住宅への移動）と進むにつれて、避難所巡回、借上げ住宅及び仮設住宅入居申請受付補助等、三次避難に向けて支援の幅を広げてきました。

　全消協（全国消防職員協議会）は5月25日、福島市内にある浪江町の仮設住宅に米や生活支援物資を搬送しました。他の自治体でも仮設住宅の建設が最盛期を迎えつつあり、早い自治体では、仮設住宅への入居が始まっています。

　いよいよ避難計画も最終段階、復興への足がかりができつつあります。

○「自治労いわて（5/25）」より

◇高田高校を支援～県立学校事務職組

　今回の震災において、県内各地域にある県立学校のほとんどが地震、津波による被害に遭いました。

　その中でも、直接津波を受けた高田高校と宮古工業高校は特に被害が大きく、建物被害はもとより、校舎の内部においても、ライフラインや通信、業務データ等、壊滅的といえる被害を受けました。

　また、沿岸部の比較的被害の少なかった学校においても、避難所としての対応や遺体の安置所となるなど、その対応に追われ、負担を強いられる状況でした。

　組合員の仲間では、直接的に亡くなった方や安否不明者はいなかったものの、親族や知人等で亡くなった方や、いまだ安否すら確認できない方がいるなど、心情的に辛い思いをされた方も多いです。

　物的な被害としては、車が流されたり、自宅や教員住宅、アパート等が津波に流され、住む場所を失い、学校に寝泊りを余儀なくされている組合員もおります。

　そのような状況下で、去る4月27日及び28日に、高田高校の被災に伴う支援ということで、県本部より車両をお借りし、初日に7名、2日目に4名という体制で、旧大船渡農業高校（高田高校仮校舎）へ物品等の搬入の支援に行ってきました。

　校舎は、昨今の高校再編の統廃合により使用していなかったため、整備やクリーニング等も同時進行で行われました。

　学校関係者は、5月2日の始業式、5月10日の入学式に向けて、急ピッチ名対応を迫られておりました。

　県内各地から、運送業者を通じて次々と生徒の机やイス、ノートや文房具類などが運び込まれ、バケツリレーの状態で搬入し、配置を行いました。

　当初、データ業務等の支援も考えておりましたが、そちらまで手が回らず、対応はできませんでした。

　今回の支援活動は、局地的な活動ではありましたが、このような積み重ねが、少しでも早い復興につながっていくものと思います。










